
 

令和７年度事業報告 

 

本連盟は、過疎対策の推進を図るため、令和７年度においても過疎対策関係政府予

算・施策に関する要望をまとめ、政府・国会に対し、その実現に向け積極的に要請活

動を行った。令和７年度は、「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法」のも

と、過疎地域に指定された市町村等に対する総合的かつ積極的な支援を行い、住民の

暮らしを支えていく政策を確立・推進することが必要であることから、過疎地域にお

ける国の財政支援等について強く要請した。 

また、会員相互間の意思の疎通と結束の強化を図るため、総会、理事会等の諸会議

を開催するとともに、調査研究事業、全国過疎問題シンポジウム、過疎地域持続的発

展優良事例表彰、研修会事業、広報事業等の各種事業を行った。 

 

１ 総 会 

（１）第59回（令和７年度第１回）総会 

① 開 催 日 令和７年６月23日（月） 

② 場  所 連盟事務所 

③ 議  事 

  ・令和６年度計算書類等（決算）について 

・決算剰余金の積立について 

・役員の選任について 

・令和６年度事業報告について（報告事項） 

④ 会議概要 

第59回総会は、東京都千代田区の本連盟事務所において、オンライン会議と書

面表決を併用して開催した。 

阿部会長（長野県知事）が議長として議事を進行し、議案審議の結果、全議題

をいずれも原案のとおり承認・決定した。 

（２）第60回（令和７年度第２回）総会 

① 開 催 日 令和７年11月17日（月） 

② 場  所 日本消防会館ニッショーホール 

③ 議  事 

・役員の選任について 

・令和８年度過疎対策関係政府予算・施策に関する決議・要望について 

・要請活動方法について 



 

④ 会議概要 

第60回総会は、東京都港区の日本消防会館ニッショーホールにおいて、都道府

県・市町村の会員等及び衆参両院の国会議員の来賓など約800名を超える出席を

得て開催した。 

阿部会長の開会挨拶に続き、林芳正総務大臣及び谷公一自由民主党過疎対策特

別委員会委員長からの祝辞の後、阿部会長が議長となり議事を進行し、議案審議

の結果、全議題をいずれも原案のとおり決定し、新役員を代表して、濵田高知県

知事（新会長）から挨拶を行った。 

 

２ 理 事 会 

(１) 第158回（令和７年度第１回）理事会 

① 開 催 日 令和７年６月６日（金） 

  ② 場  所 ルポール麹町 

③ 議  事  

・令和６年度事業報告について 

・令和６年度計算書類等（決算）について 

・決算剰余金の積立について 

・令和８年度過疎対策関係政府予算・施策に関する要望について 

・要請活動方法について 

・役員の選任について 

・第59回（令和７年度第１回）総会の招集について 

・会長及び専務理事の職務の執行状況について（報告事項） 

④ 会議概要 

会議は、第59回総会に提出する議案について審議し、いずれも原案のとおり

了承するとともに、令和８年度過疎対策関係政府予算・施策に関する要望等を原

案のとおり決定した。 

(２) 第159回（令和７年度第２回）理事会 

① 開 催 日 書面開催 令和７年６月27日（金） 

  ② 議  事  

・専務理事の選任について 

③ 会議概要 

会議は、書面開催の方法で行い、議案について審議し、原案どおり了承した。 

（３）第160回（令和７年度第３回）理事会 

① 開 催 日 書面開催 令和７年10月22日（水） 



 

② 議  事 

・役員の選任について 

・令和８年度過疎対策関係政府予算・施策に関する決議・要望について 

・要請活動方法について 

・第60回（令和７年度第２回）総会の招集について 

③ 会議概要 

会議は、書面開催の方法で行い、第60回総会に提出する議案について審議し、

いずれも原案どおり了承した。 

（４）第161回（令和７年度第４回）理事会 

① 開 催 日 令和８年２月16日（月） 

② 場  所 ルポール麹町 

③ 議  事 

・令和８年度事業計画及び予算について 

・会長及び専務理事の職務の執行状況について（報告事項） 

④ 会議概要 

    会議は、議案について審議し、原案どおり決定した。 

 

３ 幹 事 会 

（１）第162回（令和７年度第１回）幹事会 

① 開 催 日 令和７年５月28日（水） 

② 場  所 主婦会館プラザエフ 

③ 議  事  

・令和６年度事業報告について 

・令和６年度計算書類等（決算）について 

・決算剰余金の積立について 

・令和８年度過疎対策関係政府予算・施策に関する要望について 

・要請活動方法について 

・第59回（令和７年度第１回）総会の招集について 

・会長及び専務理事の職務の執行状況について（報告事項） 

・今後の会議等予定について（その他） 

・連盟会費について（その他） 

・令和７年国勢調査による過疎市町村追加について（その他） 

④ 会議概要 

会議は、第158回理事会に提出する議案について審議し、いずれも原案どおり



 

提案することを了承した。 

（２）第163回（令和７年度第２回）幹事会 

① 開 催 日 令和７年10月17日（金） 

② 場  所 ルポール麹町 

③ 議  事 

・役員の選任について 

・令和８年度過疎対策関係政府予算・施策に関する決議・要望について 

・要請活動方法について 

・第60回（令和７年度第２回）総会の招集について 

・今後の会議等予定について（その他） 

④ 会議概要 

会議は、第160回理事会に提出する議案について審議し、いずれも原案どおり

提案することを了承した。 

（３）第164回（令和７年度第３回）幹事会 

① 開 催 日 令和８年２月２日（月） 

② 場  所 ルポール麹町 

③ 議  事 

・令和８年度事業計画及び予算について 

・会長及び専務理事の職務の執行状況について（報告事項） 

・今後の会議等予定について（その他） 

・連盟会費について（その他） 

・連盟新規加入について（その他） 

・卒業団体について（その他） 

④ 会議概要 

会議は、第161回理事会に提出する議案について審議し、いずれも原案どおり

提案することを了承した。 

 

４ 監 事 監 査 

（１）開 催 日 令和７年４月22日（火） 

（２）議  題 令和６年度事業報告及び決算について 

（３）監査執行者 

監 事 島根県知事    丸山 達也 

監 事 宮城県栗原市長  佐藤  智 

監 事 岩手県葛巻町長  鈴木 重男 



 

（４）監査結果  

事業報告及び決算について、適正であると承認された。 

 

５ 令和８年度政府予算・施策等対策 

（１）要請活動等 

令和８年度政府予算・施策等対策については、過疎市町村等が過疎対策事業

を円滑に実施できるよう過疎対策事業債の必要額の確保を始め、過疎対策関係

の政府予算の確保について積極的な取組を行った。令和７年６月６日、当連盟

の第158回理事会において決定された「令和８年度過疎対策関係政府予算・施策

に関する要望」を会議終了後、正副会長等が政府・国会に対して要請活動を行

い、また、会員は地元選出の国会議員を中心に、要望の実現に向けて働きかけ

た。 

同年８月26日、自由民主党過疎対策特別委員会（谷公一委員長）が開催され、

総務省、農林水産省、国土交通省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、環

境省、内閣府・内閣官房及びこども家庭庁から令和８年度過疎対策関係予算概

算要求についてヒアリングが行われた後、意見交換が行われた。当連盟からは、

牧専務理事が出席し、「令和８年度過疎対策関係政府予算・施策に関する要望」

について要請を行った。 

同年９月25日、公明党の過疎地に関するプロジェクトチーム（山崎正恭事務

局長）が開催され、関係府省から令和８年度過疎対策関係予算概算要求につい

てヒアリングが行われた後、意見交換が行われた。当連盟からは、牧専務理事

が出席し、「令和８年度過疎対策関係政府予算・施策に関する要望」について要

請を行った。 

同年11月12日、自由民主党団体総局法務・自治関係団体委員会・総務部会「予

算・税制等に関する政策懇談会」が開催され、地方六団体等地方自治関係団体

から令和８年度の予算・税制に関しての要望が行われた。当連盟からは牧専務

理事が出席し、「令和８年度過疎対策関係政府予算・施策に関する要望」につい

て要請した。 

同年11月17日、当連盟の第60回総会において、「令和８年度過疎対策関係政

府予算・施策に関する決議・要望」を決議し、会議終了後、正副会長等が政府・

国会に対して要請活動を行い、また、会員は地元選出の国会議員を中心に、要

望の実現に向けて働きかけた。 

令和８年３月25日、自由民主党過疎対策特別委員会（井出庸生委員長）が開

催され、関係府省から令和８年度過疎対策関係予算（案）についてヒアリング



 

が行われた後、意見交換が行われた。 

自由民主党過疎対策特別委員会において、令和７年５月11日から12日に島根

県（離島）の過疎地の現地視察へ金谷専務理事が同行し、同年８月21日から22

日に北海道の過疎地の現地視察へ宮原事務局長が同行した。 

（２）令和８年度政府予算、地方債計画等 

令和８年度の政府予算案は令和７年12月26日に閣議決定され、衆参両院で審

議が行われている。本予算案は一般会計の総額が過去最高となる122兆3,092億

円(前年度比7兆1,114億円増)となった。 

令和８年度地方財政対策では、計画規模（通常収支分）が102兆4,400億円（対

前年度比5兆7,364億円増）計上された。また、地方が安定的に財政運営を行う

ことができるよう、地方交付税等の一般財源総額は、67兆5,078億円（対前年度

比3兆7,364億円増）が確保された。 

令和８年度地方債計画は、総額（通常収支分）が９兆4,738億円（対前年度

比3,835億円増）と地方債計画全体が増加する中、連盟の重点要望項目である過

疎対策事業債の計画額は、6,100億円（対前年度比200億円増）が計上された。 

また、令和８年度総務省過疎対策関連予算では、「過疎地域等集落ネットワー

ク圏形成支援事業」など４事業の取組に「過疎地域持続的発展支援交付金」が

前年度同額の8億円が計上されたほか、「地域おこし協力隊の推進に要する経費」

に前年度同額の2.5億円、「地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する調査

研究」に前年度同額の0.3億円が計上された。 

 

６ 過疎市町村の中心部・拠点地域と周辺地域の連携に関する 

調査研究会 
    

過疎地域の中心部では、日用品販売店や飲食店、交流空間、公共交通等、周辺部

に対する支援機能や対外的な拠点機能を確保していくことが重要な課題となって

いる。 

こうした状況を踏まえ、過疎地域の中心集落の現況、諸課題、市町村の取組を把

握する目的で調査研究会を設置した。 

調査研究では、過疎地域の中心集落の現況等についてアンケート調査を行い、併

せて調査研究会で選定した自治体及び地域住民に対して現地ヒアリングを実施し

た。これらの調査結果を報告書にまとめ、会員等に配付した。 

   

（１）委員構成 （敬称略、五十音順） 

    委員長 岡﨑  昌之  法政大学 名誉教授 



 

    委 員 阿部 典子  NPO法人みんなの集落研究所 首席研究員 

菊池  新一  認定 NPO法人遠野山・里・暮らしネットワーク 会長 

        図司  直也  法政大学現代福祉学部 教授 

        田口  太郎  徳島大学大学院社会産業理工学研究部 教授 

三谷  誠一  公益財団法人えひめ地域力創造センター 

 専務理事・センター長 

        安嶋  是晴  富山大学芸術文化学部 准教授 

柳井  雅也  東北学院大学地域総合学部 教授 

    オブザーバー 山口  研悟  総務省過疎対策室 室長(令和７年６月まで)  

渡辺 善敬  総務省過疎対策室 室長(令和７年 7月から)  

（２）調査研究会の開催 

 （第１回） 

・ 開催日  令和７年 7月 24日（木） 

・ 議 事  調査の趣旨と背景について 

       集落の活性化や連携についての事例発表 

・岩手県内の事例（菊池委員） 

・岡山県内の事例（阿部委員） 

・愛媛県内の事例（三谷委員） 

調査方針の説明 

 （第２回） 

・ 開催日  令和７年９月９日（火） 

・ 議 事  集落の活性化や連携についての事例発表 

・愛媛県内の事例（三谷委員） 

アンケート調査について 

現地調査について 

（第３回） 

・ 開催日  令和８年１月７日（水） 

・ 議 事  現地調査の報告 

（第４回） 

・ 開催日  令和８年２月 27日（金） 

・ 議 事  アンケート調査の報告 

調査のまとめ 

（３）アンケート調査の実施 
過疎市町村の中心部の現況とその活性化に向けた取組の内容を過疎市町村に



 

対して実施した。 

（４）現地ヒアリングの実施 

調査研究会で選定した自治体及び地域住民に対して現地ヒアリングを実施し

た。 

   ［現地ヒアリング］ 

  北海道稚内市              令和７年11月13日 

秋田県五城目町               〃  10月21日 

山形県小国町                〃  10月24日 

長野県山ノ内町               〃  11月26日 

岡山県矢掛町                〃  11月７日 

愛媛県大洲市                〃  11月18日 

愛媛県内子町                〃  11月19日 

熊本県人吉市                〃  11月27日 

 

７ 全国過疎問題シンポジウム 

過疎地域のさまざまな取組について議論を深めるとともに、全国の優れた取組に 

ふれ、参加者相互の交流を図るなど、人と人とのつながりを通じて今後の過疎地域

の持続的な発展につなげていくため、総務省及び全国過疎問題シンポジウム実行委

員会（鳥取県、全国過疎地域連盟及び鳥取県地域振興対策協議会）の共催により、

令和７年10月に「全国過疎問題シンポジウム2025 in とっとり」を開催した。 

 

（１）開 催 日  令和７年10月30日（木）、31日（金） 

（２）場  所  鳥取県鳥取市 ほか 

（３）内  容  

① 全体会 

ア 開会式 開会宣言   中村 英明 

（鳥取県地域振興対策協議会過疎地域振興部会長、鳥取県日南町長） 

主催者挨拶 林  芳正（総務大臣） 

（恩田 馨（総務省大臣官房地域力創造審議官 代読）） 

            阿部 守一（全国過疎地域連盟会長、長野県知事） 

（車谷 重高（全国過疎地域連盟理事、奈良県天川村長 代読）） 

歓迎挨拶  平井 伸治（鳥取県知事） 

イ 令和７年度過疎地域持続的発展優良事例表彰式 

ウ 基調講演 



 

 次世代につなぐ人づくりとエコシステム 

          中塚 雅也 氏（神戸大学大学院農学研究科 教授） 

 エ パネルディスカッション 

世代を超えて安心して住み続けられるふるさと 

～自然・人・活力とともに～ 

コーディネーター：筒井 一伸 氏（鳥取大学地域学部 教授） 

パネリスト：村尾 朋子 氏（ゲストハウス「明日の家」 オーナー） 

西山  恵 氏（大山公民館大山分館公民館 主事） 

工藤  志保 氏（日向コミュニティ振興会 事務局長） 

矢嶋 澄香 氏（丹波山村総務課 副主査） 

  オ 次期開催県紹介（福井県） 

② 分科会 

智頭町及び大山町の２会場において、過疎地域持続的発展優良事例発表会、

参加者による意見交換と過疎地域の取組事業の視察を、三朝町・湯梨浜町では

過疎地域の取組事業の視察が行われた。 

（第１分科会） 智頭町 

  ア 過疎地域持続的発展優良事例発表会 

         コーディネーター：図司 直也 氏 

（過疎地域持続的発展優良事例表彰委員会 委員長、 

法政大学現代福祉学部 教授） 

  事例発表者：総務大臣賞及び全国過疎地域連盟会長賞受賞団体 

イ 過疎地域の取組事業視察 

   （第２分科会） 大山町 

   ア 過疎地域持続的発展優良事例発表会 

           コーディネーター：野田  満 氏 

（過疎地域持続的発展優良事例表彰委員会 委員、 

さんそデザイン共同代表、近畿大学総合社会学部 講師） 

 事例発表者：総務大臣賞及び全国過疎地域連盟会長賞受賞団体 

イ 過疎地域の取組事業視察 

（第３分科会） 三朝町・湯梨浜町 

   過疎地域の取組事業視察 

 

８ 過疎地域持続的発展優良事例表彰 

総務省と本連盟は、過疎地域が抱える課題に取組、過疎地域の持続的発展と風格



 

の醸成を目指した過疎地域の取組を奨励しており、過疎対策の先進的・モデル的事

例としてふさわしい、地域の特性を生かした創意工夫ある優良事例（団体）を表彰

した。 

表彰式は、令和７年10月30日の「全国過疎問題シンポジウム2025 in とっとり」

の全体会において執り行われた。 

選考委員会の審査により選定された令和７年度の過疎地域持続的発展優良事例

表彰団体（８団体）は、次のとおりである。 

 

（１）総務大臣賞 … ５団体 

  ・梅内集落（秋田県能代市） 

  ・ＵＫＵＵ（新潟県佐渡市） 

  ・松崎地区伝統市「三八市」実行委員会（鳥取県湯梨浜町） 

  ・地域自主組織まちづくり大山（鳥取県大山町） 

・採銅所地域コミュニティ協議会（福岡県香春町） 

（２）全国過疎地域連盟会長賞 … ３団体 

  ・がっこの学校 いぶりがっこう（秋田県仙北市） 

  ・白川ワークドット協同組合（岐阜県白川町） 

  ・一般社団法人ドリームレッド（山口県美祢市） 

 

９ ブロック会議 

ブロック別過疎対策担当課長等会議をブロック開催県と共催で行った。 

 当会議には、総務省過疎対策室及び財務調査課が出席し意見交換等を行った。 

 

（１）開催日及び開催県 

ブ  ロ  ッ  ク  名 開 催 日 開 催 県 

北海道・東北 
北海道・青森・岩手・宮城・秋田・

山形・福島 
11月６日～７日 秋田県 

関東・甲信越 
茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・

東京・神奈川・新潟・山梨・長野 
７月11日 茨城県 

東 海・近 畿 

北    陸 

富山・石川・福井・岐阜・静岡・

愛知・三重・滋賀・京都・大阪・

兵庫・奈良・和歌山 

10月２日～３日 福井県 



 

中 国・四 国 
鳥取・島根・岡山・広島・山口・

徳島・香川・愛媛・高知 
９月１日～２日 徳島県 

九 州・沖 縄 
福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・

宮崎・鹿児島・沖縄 
７月22日～23日 沖縄県 

 

（２）会議内容 

① 過疎地域における持続的発展の取組（総務省過疎対策室） 

② 過疎対策事業債の概要（総務省財務調査課） 

③ 全国過疎地域連盟の令和７年度事業予定（全国過疎地域連盟） 

④ ブロック内の都道府県から提出された議題に係る意見交換（関係都道府県） 

 

10 人口減少地域フォーラム 

都道府県、市町村等の過疎対策担当職員をはじめ、地域おこし協力隊員や特定地

域づくり事業協同組合の職員等民間の方々も対象とした研修会を令和７年８月21

日（木）、22日（金）の２日間にわたり、東京都千代田区のルポール麹町において

開催した。 

 参加者は160名余で、研修会の日程、テーマ及び講師は次のとおりである。 

 

月 日 テ ー マ 講   師 

８月２１日 

（木） 

夢しか実現するものはない 

 

 

にぎやかな過疎をつくる 

 

 

十日町市での特定地域づくり事業 市役所

とTOMOWORKの歩み～「地域の人事部」を支

える協働のまちづくり～ 

 

 

 

 

 

「過疎地域における持続的発展」の取組 

岩手県葛巻町 

町長 鈴木 重男 

 

明治大学農学部 

専任教授 小田切 徳美 

 

新潟県十日町市総務部企

画政策課協働推進係 

係長 齊木 俊郎 

新潟県十日町市複業協同

組合TOMOWORK 

理事・事務局長 大塚 眞 

（明治大学専門職大学院

ガバナンス研究科在籍） 

 

総務省過疎対策室 

課長補佐 小林 広生 

 

 



 

８月２２日 

（金） 

すでにあるものに光を たのしいなを感じ

るまちづくり～椎名集落活動センターたの

しいなの取り組み～ 

 

地方を救う空き家対策・活用の方法とは？ 

 

 

 

地方創生人材派遣制度を活用した観光地域

づくりについて～沖縄本島最少人口の村・

東村の取り組み～ 

 

高知県室戸市まちづくり

推進課 

集落支援員 川島 尚子 

 

 

 

三条市特命空き家仕事人、

きら星（株） 取締役CAO、

（一社）燕三条空き家活用

プロジェクト 

理事 熊谷 浩太 

 

沖縄県東村役場企画観光

課 

地域プロデューサー 河合 

宏樹 

（地域活性化企業人） 

 

 

11 広報事業 

（１）機関紙「過疎情報」の発行 

過疎対策に関する国、地方公共団体等の動向及び関連する統計資料等を適宜

収録した「過疎情報」を発行し、会員等に配付した（年7回、毎回2,450部発行）。 

（２）過疎総合情報誌「DePOLA（でぽら）」の発行及び動画の配信 

① 過疎地域から都市部への情報発信と過疎地域相互間の情報共有を目的とし

て、過疎総合情報誌「DePOLA」を発行し、全市町村、図書館、関係省庁、会

員等に広く配付した（6,500部発行）。 

  ・特集「心地よい風 吹いてます！ 地域をもっと耕し隊」 

② 「動画で見る過疎地域」を次のとおり作成し、YouTubeで配信した。 

    ・地方で起業を目指す！ 「KENPOKU PROJECT E」（茨城県北地域） 

    ・人と人、人と地域、新たな自分と出会う。 白川ワークドット協同組合 

（岐阜県白川町） 

    ・住民と住民 住民と市町村をつなぐ 集落支援員 （島根県松江市美保関町）               

（３）全国過疎地域連盟ホームページによる過疎関連情報の提供 

連盟ホームページへ、過疎関連情報（過疎情報、DePOLA（でぽら）、研究会報

告書等）を掲載し、情報の提供を行った。 

（４）電子メールによる会員等への情報提供 

「国の動きを始め」過疎関係に関する資料等を「過疎連盟ニュース」として



 

タイムリーに会員等へ電子メールで配信した。 

（５）過疎対策事業債を活用した事業の収集 

過疎地域の持続的発展に過疎対策事業債を活用している市町村の事業につい

て都道府県を通じて収集し、連盟ホームページ会員サイトに掲載した。 

なお、要請活動の際、事例別に数事例を抜粋し配付した。 

  

12 全国自治体病院協議会への助成 

過疎・農山村・離島等のへき地における医師の確保・定着を図るため、へき地等 

に勤務する医師の職業紹介事業、勤務医師の定着化事業及び広報事業を実施してい

る全国自治体病院協議会に対して助成を行った。 


